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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回         次
第37期

第３四半期連結
累計期間

第38期
第３四半期連結
累計期間

第37期
第３四半期連結
会計期間

第38期
第３四半期連結
会計期間

第37期

会  計  期  間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 14,075,31312,525,2843,749,0674,231,82419,050,317

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
317,139△1,274,187 3,158 △217,657 436,574

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
593,077△1,198,73114,588△349,073 534,529

純資産額（千円） － － 9,671,8538,395,5259,799,812

総資産額（千円） － － 42,395,05541,336,41241,898,932

１株当たり純資産額（円） － － 291.29 242.84 295.28

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

17.88 △36.31 0.44 △10.53 16.14

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 22.6 20.2 23.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,085,984△128,979 － － 1,743,584

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,474,978△701,956 － － △2,172,053

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
2,959,0751,574,752 － － 1,832,967

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高（千円）
－ － 11,366,59010,660,91710,223,585

従業員数（人） － － 1,828 1,831 1,809

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　      ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第37期第３四半期連結累計（会計）期間

及び第37期においては潜在株式がないため、また第38期第３四半期連結累計（会計）期間においては四半期

純損失であり、かつ潜在株式がないため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動については、「３．関係会社の状況」に記載のとおりです。

３【関係会社の状況】

  当第３四半期連結会計期間において、次の会社が新たに連結子会社となりました。

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合(％)

関係内容　

 (連結子会社)

 ㈱畝地不動産
 鹿児島県鹿児島市

千円 

10,000
 その他事業 100.0

・役員４名兼任(当社役

員３名、従業員１名）　

・資金の貸付

・土地の賃借　

　(注) １．主要な事業の内容欄には、報告セグメントの名称を記載しております。

　２．上記関係会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,831[239]

　（注）１　従業員数は就業人員数であります。

２　従業員数欄の[　]内は外書きで、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算に

よる人員）であります。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 934 [194]

　（注）１　従業員数は就業人員数であります。

２　従業員数欄の[　]内は外書きで、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算による

人員）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（千円） 前年同四半期比（％）

前臨床事業 3,409,502 －

臨床事業 1,259,712 －

トランスレーショナル　リサーチ事業 － －

報告セグメント　計　 4,669,214 －

その他事業 3,132 －

合計 4,672,346 －

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。　

(2）受注実績

　当第３四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

前臨床事業 2,376,466 － 12,760,825 －

臨床事業 3,048,417 － 6,609,989 －

トランスレーショナル　リサーチ事業 － － － －

報告セグメント　計　 5,424,884 － 19,370,814 －

その他事業 7,500 － 22,438 －

合計 5,432,384 － 19,393,253 －

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。　

(3）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

前臨床事業 2,910,109 －

臨床事業 1,294,536 －

トランスレーショナル　リサーチ事業 － －

報告セグメント　計　 4,204,646 －

その他事業 27,177 －

合計 4,231,824 －

　（注）１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　金額は、販売価格によっております。

３　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

アステラス製薬株式会社 － － 969,172 22.9

小野薬品工業株式会社　 － － 506,345 12.0

４　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

５　前第３四半期連結会計期間において、各販売先における販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満

であるため、主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合の記載を省略しておりま

す。
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２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。　

（１）業績の状況

　医薬品業界では、欧米および日本において大手製薬企業（メガファーマ）の合併によるパイプラインの絞込み、発注

スケジュールの調整、基幹製剤の特許期限に関する2010年問題への対応、バイオテック企業の資金調達力の低下など

のために早期に市場投入が見込める臨床開発段階のパイプラインへの経営資源の集中等が依然として継続していま

す。これらの影響により、前臨床試験の受託市場は業界全体として大きく冷え込みました。当社グループにおきまして

は、新たに韓国市場の取込みを始めるなど、営業活動を一段と強化するとともに引き続き厳しい状況が続くと予想さ

れることから業務の効率化、合理的な人員配置、ITの導入をさらに進め、固定費の合理化に取り組んでおります。また、

創薬型の医薬品開発支援事業への戦略的パラダイムシフトを進めるべく独自の技術開発体制を強化するとともに開

発候補化合物の早期臨床試験実施に向けて資源を集中し、同時に製薬企業へのライセンス導出に向けた取り組みを進

めております。　

　こうした状況の中、当第３四半期連結会計期間における売上高は4,231百万円と前第３四半期連結会計期間に比べて

482百万円(12.9％)の増加となりました。営業損失は87百万円（前第３四半期連結会計期間：営業損失121百万円）と

なり、経常損失は217百万円（前第３四半期連結会計期間：経常利益３百万円）となり、四半期純損失は349百万円

（前第３四半期連結会計期間：四半期純利益14百万円）となりました。

　

　　セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

　①　前臨床事業

　当事業部門におきましては、日米共に引き続き低迷しており、試験の受託契約獲得が厳しい状況が続いておりま

す。このような中で、当社は、国内、米国・欧州市場での営業活動を強化すると共に、新たに韓国市場の取込みを始め

ました。また、業務の効率化に注力し、リードタイムの短縮と業務の効率化に取り組んでおります。

　そうした中で、売上高は2,924百万円となり、営業損失は85百万円となりました。

　②　臨床事業

　当事業部門におきましては、国内ではＣＲＯ事業、ＳＭＯ事業ともに高稼働状況が続き好調に推移しており、人材

の獲得とスタッフの育成に取組んでおります。

　そうした中で、売上高は1,315百万円となり、営業利益は181百万円となりました。

　③　トランスレーショナル　リサーチ事業

　当事業部門におきましては、創薬型の医薬品開発支援事業への戦略的パラダイムシフトを進めるべく、独自の技術

開発体制を強化するとともに開発候補化合物の早期臨床試験に向けて資源を集中し、同時に製薬会社へのライセン

ス導出に向けた取り組みを進めております。

　そうした中で、営業損失は209百万円となりました。

　

（２）資産、負債、純資産の状況

　当第３四半期末連結会計期間における前連結会計年度末からの財政状態の変動は、以下のとおりとなりました。

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ562百万円(1.3％)減少し、41,336百万円となりま

した。流動資産につきましては、有価証券は増加したものの現金及び預金、受取手形及び売掛金が減少したことなどに

より、前連結会計年度末に比べ182百万円(0.8％)減少して21,600百万円となりました。固定資産につきましては、減価

償却で有形固定資産が減少したことなどにより、380百万円(1.9％)減少して19,736百万円となりました。

　負債は、前連結会計年度末に比べ841百万円(2.6％)増加し、32,940百万円となりました。流動負債につきましては、短

期借入金が増加したことなどにより前連結会計年度末に比べ674百万円(4.4％)増加して15,841百万円となりました。

固定負債につきましては、長期借入金が増加したことなどにより前連結会計年度末に比べ167百万円(1.0％)増加して

17,099百万円となりました。

　純資産は、自己株式の処分がありましたが、配当金の支払、四半期純損失の計上及び、為替換算調整勘定の減少などに

より、前連結会計年度末に比べ1,404百万円(14.3％)減少し、8,395百万円となりました。

　

（３）キャッシュ・フローの状況
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　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は第2四半期連結会計期間末に

比べて605百万円(5.4％)減少して、10,660百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は、111百万円と、前第３四半期連結会計期間に比べて345百万円(75.6％)の獲得の減

少となりました。

主な内訳は、税金等調整前四半期純損失230百万円、減価償却費455百万円、未払費用の増加額169百万円、たな卸資産

の増加額243百万円及び前受金の減少額156百万円であります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、246百万円と、前第３四半期連結会計期間に比べて62百万円(33.8％)の使用増加

となりました。

　主な内訳は、有形固定資産の取得による支出250百万円であります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、356百万円（前第３四半期連結会計期間：3,488百万円の獲得）となりました。

　主な内訳は、長期借入による収入200百万円、長期借入金の返済による支出1,069百万円及び自己株式の処分による

収入512百万円であります。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

（５）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、169,736千円であります。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な移動はありません。

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 137,376,000

計 137,376,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年2月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式     34,344,000 34,344,000
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数　100株

計 34,344,000 34,344,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
― 34,344,000 ― 5,391,050 ― 6,073,450

（６）【大株主の状況】

　平成22年12月20日を処分期日として、株式会社鹿児島銀行に対し、第三者割当による自己株式の処分を行った

ため、以下のとおり大株主の異動がありました。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券保有割合

（％）

株式会社鹿児島銀行 鹿児島県鹿児島市金生町６番６号 普通株式　　　1,654,000株 4.82％

EDINET提出書類

株式会社新日本科学(E05385)

四半期報告書

 8/28



（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。　

①【発行済株式】

　 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

1,400,100
－ 　－

完全議決権株式（その他）
　普通株式

32,942,000
329,420 　－

単元未満株式
　普通株式

1,900
－ 　－

発行済株式総数 34,344,000 － －

総株主の議決権 － 349,420 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が300株（議決権の個数３個）が含まれてい

ます。

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　株式会社新日本科学
鹿児島県鹿児島市
宮之浦町2438番地

100 － 100 0.00

計 － 100 － 100 0.00

　（注）当社は、平成22年12月20日を処分期日として、第三者割当による自己株式処分を行っております。

　　　　なお、当第３四半期会計期間末日現在の保有株式数は199株です。

　　

２【株価の推移】

　　【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 648 623 450 415 417 419 413 380 416

最低（円） 571 410 352 352 354 360 358 334 362

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）における株価を記載しております。
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３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　　【役職の異動】

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役副社長

NDS事業担当

NDS事業カンパニー

プレジデント

取締役副社長

CR事業担当

CR事業カンパニー

プレジデント

福﨑 好一郎 平成23年１月１日

専務取締役

TR事業担当兼新規事業担当

TR事業カンパニー

プレジデント

NDS事業カンパニー

ヴァイスプレジデント

専務取締役

TR事業担当

TR事業カンパニー

プレジデント

新規事業担当

高梨 健 平成23年１月１日

常務取締役

CR事業担当

CR事業カンパニー

プレジデント

営業統括本部長

常務取締役

CR事業カンパニー

ヴァイスプレジデント兼

営業統括本部長

鮫島 秀暢 平成23年１月１日

　

　（注）当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定、業務執行の監督機能と各事業部の業務執行機

能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの執行役員の異動は次のとおりであります。

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務執行役員 米国CR事業担当 － － 山川 健志 平成23年１月１日

執行役員
NDS事業カンパニー

NDS事業部長
執行役員

TR事業カンパニー

TR事業部長
治田 俊志 平成23年１月１日

執行役員 社長室長 － － 平間 英之 平成23年１月１日

－

CR事業カンパニー

薬物代謝分析センター

バイオアナリシス

リサーチセンター長

執行役員

CR事業カンパニー

バイオアナリシス

リサーチセンター長

工藤 忍 平成23年１月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成22

年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,408,304 9,636,618

受取手形及び売掛金 1,794,032 2,346,961

有価証券 1,281,770 710,106

たな卸資産 ※1
 8,107,122

※1
 7,948,773

その他 1,051,210 1,222,416

貸倒引当金 △42,104 △82,399

流動資産合計 21,600,336 21,782,477

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※2
 12,450,442

※2
 13,353,040

その他（純額） ※2
 5,263,773

※2
 5,056,246

有形固定資産合計 17,714,215 18,409,286

無形固定資産 168,163 198,851

投資その他の資産

投資その他の資産 1,989,638 1,644,258

貸倒引当金 △135,941 △135,941

投資その他の資産合計 1,853,697 1,508,316

固定資産合計 19,736,076 20,116,454

資産合計 41,336,412 41,898,932
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 197,353 199,925

短期借入金 6,699,459 5,065,213

未払法人税等 29,364 194,150

前受金 7,202,300 7,846,398

その他 1,712,903 1,860,966

流動負債合計 15,841,380 15,166,653

固定負債

社債 50,000 50,000

長期借入金 16,987,597 16,874,175

その他 61,909 8,290

固定負債合計 17,099,506 16,932,466

負債合計 32,940,886 32,099,119

純資産の部

株主資本

資本金 5,391,050 5,391,050

資本剰余金 6,073,450 6,073,450

利益剰余金 △643,330 1,005,244

自己株式 △122 △863,518

株主資本合計 10,821,047 11,606,226

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △8,718 3,156

為替換算調整勘定 △2,472,212 △1,881,656

評価・換算差額等合計 △2,480,930 △1,878,500

少数株主持分 55,408 72,086

純資産合計 8,395,525 9,799,812

負債純資産合計 41,336,412 41,898,932
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 14,075,313 12,525,284

売上原価 9,261,885 8,721,047

売上総利益 4,813,427 3,804,236

販売費及び一般管理費 ※
 4,355,224

※
 4,580,762

営業利益又は営業損失（△） 458,203 △776,525

営業外収益

受取利息 6,237 5,844

受取配当金 2,792 6,254

持分法による投資利益 209 －

補助金収入 64,869 －

施設利用料収入 143,580 159,377

その他 55,287 131,578

営業外収益合計 272,977 303,054

営業外費用

支払利息 254,027 257,133

持分法による投資損失 － 618

為替差損 150,070 542,741

その他 9,943 223

営業外費用合計 414,041 800,717

経常利益又は経常損失（△） 317,139 △1,274,187

特別利益

貸倒引当金戻入額 8,789 17,073

固定資産売却益 2,135 1,556

その他 1,512 －

特別利益合計 12,438 18,629

特別損失

固定資産売却損 － 23

固定資産除却損 14,814 12,608

投資有価証券評価損 3,915 10,299

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 14,275

特別損失合計 18,729 37,206

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

310,848 △1,292,764

法人税、住民税及び事業税 82,433 65,337

法人税等調整額 △362,778 △146,232

法人税等合計 △280,345 △80,895

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,211,869

少数株主損失（△） △1,884 △13,138

四半期純利益又は四半期純損失（△） 593,077 △1,198,731
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 3,749,067 4,231,824

売上原価 2,454,667 2,796,225

売上総利益 1,294,399 1,435,598

販売費及び一般管理費 ※
 1,415,981

※
 1,522,793

営業損失（△） △121,581 △87,194

営業外収益

受取利息 667 1,006

受取配当金 1,601 2,377

持分法による投資利益 196 －

為替差益 83,592 －

補助金収入 64,064 －

施設利用料収入 50,379 46,133

その他 18,640 26,584

営業外収益合計 219,142 76,101

営業外費用

支払利息 86,191 85,842

持分法による投資損失 － 200

為替差損 － 120,420

その他 8,210 100

営業外費用合計 94,402 206,564

経常利益又は経常損失（△） 3,158 △217,657

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,543 496

固定資産売却益 △24 1,521

特別利益合計 2,519 2,018

特別損失

固定資産売却損 － 23

固定資産除却損 3,284 4,810

投資有価証券評価損 － 9,670

特別損失合計 3,284 14,504

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

2,393 △230,143

法人税、住民税及び事業税 41,691 30,660

法人税等調整額 △61,076 88,945

法人税等合計 △19,384 119,606

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △349,749

少数株主利益又は少数株主損失（△） 7,189 △676

四半期純利益又は四半期純損失（△） 14,588 △349,073
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

310,848 △1,292,764

減価償却費 1,431,849 1,326,125

のれん償却額 5,998 2,508

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,789 △39,109

受取利息及び受取配当金 △9,030 △12,098

支払利息 254,027 257,133

為替差損益（△は益） 105,405 500,086

持分法による投資損益（△は益） △209 618

固定資産売却損益（△は益） △2,135 △1,532

固定資産除却損 14,814 12,608

投資有価証券評価損益（△は益） 3,915 10,299

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 14,275

売上債権の増減額（△は増加） 240,864 533,443

たな卸資産の増減額（△は増加） △394,590 △598,421

前受金の増減額（△は減少） △92,166 △273,861

仕入債務の増減額（△は減少） 891 6,387

未払金の増減額（△は減少） △203,685 △14,199

未払費用の増減額（△は減少） △84,599 △62,482

その他 36,891 △52,289

小計 1,610,299 316,726

利息及び配当金の受取額 9,294 12,252

利息の支払額 △251,720 △246,008

法人税等の支払額 △281,888 △211,950

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,085,984 △128,979

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △28,167 △29,157

定期預金の払戻による収入 27,144 123,129

有価証券の償還による収入 100,000 －

有形固定資産の取得による支出 △1,539,101 △730,107

無形固定資産の取得による支出 △34,642 △44,847

有形固定資産の売却による収入 2,135 2,848

投資有価証券の取得による支出 △104,544 △102,451

投資有価証券の売却による収入 110,089 －

関係会社株式の取得による支出 △4,600 －

関係会社株式の売却による収入 2,000 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △2,080

貸付けによる支出 △10,091 △36,187

貸付金の回収による収入 3,137 4,119

その他 1,660 112,777

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,474,978 △701,956
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,004,645 100,000

長期借入れによる収入 4,800,000 4,000,000

長期借入金の返済による支出 △2,609,625 △2,939,261

社債の発行による収入 50,000 －

自己株式の処分による収入 － 512,400

自己株式の取得による支出 △190,603 △16

少数株主からの払込みによる収入 7,039 －

配当金の支払額 △102,378 △98,369

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,959,075 1,574,752

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8,969 △306,484

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,561,111 437,331

現金及び現金同等物の期首残高 8,805,478 10,223,585

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 11,366,590

※
 10,660,917
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１.連結の範囲に関する事項の変更 （１）連結の範囲の変更
  当第３四半期連結会計期間より、株式会社畝地不動産の全
株式を取得したため、連結の範囲に含めております。

（２）変更後の連結子会社の数
  23社

２.会計処理基準に関する事項の変更 （１）資産除去債務に関する会計基準の適用
  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会
計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び
「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま
す。これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損失及び経
常損失は、それぞれ4,532千円増加し、税金等調整前四半期純
損失は、18,807千円増加しております。
  また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の
変動額は軽微であります。

（２）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の
    会計処理に関する当面の取扱い」の適用

  第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基
準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）及び
「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」
（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を適用しており
ます。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありま
せん。

（３）「企業結合に関する会計基準」等の適用
  第３四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基
準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務
諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12
月26日）、「「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正」
（企業会計基準第23号　平成20年12月26日）、「事業分離等に
関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成20年12月26
日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号　平
成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分
離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第
10号　平成20年12月26日）を適用しております。

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）
「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様
式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、
当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。
  また、前第３四半期連結累計期間まで区分掲記していた営業外収益「補助金収入」は、営業外収益総額の100分の20
以下となったため、当第３四半期連結累計期間から営業外収益「その他」に含めて表示しております。
  なお、当第３四半期連結累計期間における「補助金収入」は、2,722千円であります。

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）
  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様
式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、
当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。
  また、前第３四半期連結会計期間まで区分掲記していた営業外収益「補助金収入」は、営業外収益総額の100分の20
以下となったため、当第３四半期連結会計期間から営業外収益「その他」に含めて表示しております。
  なお、当第３四半期連結会計期間における「補助金収入」は、400千円であります。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．たな卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末におけるたな卸高の算出について
は、実地棚卸を省略し前連結会計年度末に係る実地棚卸高を基礎
として合理的な方法により算出する方法によっております。
　また、たな卸資産の簿価切下げに関して、収益性の低下が明らか
なものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方
法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している固定資産の減価償却費については、連結会
計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっ
ております。

３．一般債権の貸倒見積高の算定方法   一般債権に係る貸倒引当金は、前連結会計年度末に算定した貸
倒実績率等から著しい変化がないと認められるため、前連結会計
年度の貸倒実績率等を用いて算定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　たな卸資産

　商品及び製品 1,477,646千円　

　仕掛品 6,437,166千円　

　原材料及び貯蔵品 192,309千円　

　合計 8,107,122千円　

※１　たな卸資産

　商品及び製品 1,184,920千円　

　仕掛品 6,582,145千円　

　原材料及び貯蔵品 181,708千円　

　合計 7,948,773千円　

※２　有形固定資産の減価償却累計額

11,949,023千円　

※２　有形固定資産の減価償却累計額

11,075,257千円　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　　販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりであ

ります。

給与・手当 1,334,980 千円　

※　　販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりであ

ります。

給与・手当 1,377,072 千円　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※　　販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりであ

ります。

給与・手当 428,101 千円　

※　　販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりであ

ります。

給与・手当 447,246 千円　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 10,616,645 千円

　有価証券勘定 873,084 千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△123,129 千円

　ＭＭＦ以外の有価証券 △9 千円

　現金及び現金同等物 11,366,590 千円

※　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 9,408,304 千円

　有価証券勘定 1,281,770 千円

預入期間が３ヶ月を超える定

期預金
△29,157 千円

　現金及び現金同等物 10,660,917 千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　　普通株式　　34,344,000株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　       199株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

（１）配当金の支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月27日

定時取締役会
普通株式 98,831 3.0平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

（２）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。　

５. 株主資本の金額の著しい変動　

  当社は、平成22年12月３日開催の取締役会において、株式会社鹿児島銀行及び鹿児島リース株式会社を割当

先とする第三者割当による自己株式の処分を行うことを決議し、平成22年12月20日に払込手続を完了しており

ます。

  この結果、当第３四半期連結累計期間において利益剰余金が351,012千円、自己株式が863,412千円減少し、当

第３四半期連結会計期間末において、利益剰余金が△643,330千円、自己株式が△122千円となっております。　

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
前臨床事業
（千円）

臨床事業
（千円）

トランス
レーショナ
ルリサーチ
事業
（千円）

その他
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                             

(1) 外部顧客に対する
売上高　　

2,585,1371,127,555― 36,3743,749,067― 3,749,067

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,700 ― ― 41,91244,612(44,612) ―

計 2,587,8371,127,555― 78,2873,793,680(44,612)3,749,067

営業利益又は営業損失(△) △242,501180,553△100,75311,421△151,27929,698△121,581

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
前臨床事業
（千円）

臨床事業
（千円）

トランス
レーショナ
ルリサーチ
事業
（千円）

その他
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                             

(1) 外部顧客に対する
売上高　　

10,714,5273,308,633― 52,15214,075,313― 14,075,313

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,310 9,950 ― 125,560140,820(140,820)―

計 10,719,8373,318,583― 177,71214,216,133(140,820)14,075,313

営業利益又は営業損失(△) 265,111455,251△346,735△6,958366,66991,534458,203

（注）１　事業の区分は、創薬のための研究開発プロセスによっております。

２　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本
（千円）

北米地域
（千円）

その他の
地域
（千円）

計（千円）
消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1) 外部顧客に対する売上高 2,944,809768,03136,2263,749,067 ― 3,749,067

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 108,545108,545(108,545) ―

計 2,944,809768,031144,7713,857,612(108,545)3,749,067

営業利益又は営業損失（△） 140,110△209,679△87,827△157,39635,815△121,581

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本
（千円）

北米地域
（千円）

その他の
地域
（千円）

計（千円）
消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1) 外部顧客に対する売上高 10,091,9943,929,73053,58714,075,313― 14,075,313

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 574,683574,683(574,683) ―

計 10,091,9943,929,730628,27114,649,996(574,683)14,075,313

営業利益又は営業損失（△） 980,076△327,133△239,808413,13345,069 458,203

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

北米地域：米国

その他の地域：英国、香港、中国、カンボジア、インド

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 北米地域 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 451,492 387,531 839,024

Ⅱ　連結売上高（千円） ―　 ―　 3,749,067

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 12.0 10.3 22.4

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 北米地域 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 3,030,470 930,206 3,960,676

Ⅱ　連結売上高（千円） ―　 ―　 14,075,313

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 21.5 6.6 28.1

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

北米地域：米国、カナダ

その他の地域：スイス、英国、中国 他７カ国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

 　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、最高経営責任者

（ＣＥＯ）が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

　当社は、医薬品開発のプロセス別に事業単位を構成しており、「前臨床事業」、「臨床事業」および「トラ

ンスレーショナル　リサーチ事業」の３つを報告セグメントとしております。

 「前臨床事業」は、製薬企業等の委託者により創製された被験物質について、実験動物や細胞・細菌を用い

てその有効性と安全性を確認する事業であります。「臨床事業」は、被験物質のヒトでの有効性と安全性を

確認する事業であります。「トランスレーショナル リサーチ事業」は、経鼻投与製剤等の開発及び大学、バ

イオベンチャー、研究機関などにおける基礎研究から派生してくる有望なシーズ技術や新規物質を発掘し

て、医薬品などの評価・承認に必要な前臨床試験や臨床試験を行いながら、基礎理論を臨床の場で実証する

ことにより、付加価値を高めて事業化する事業であります。
 
２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）

　（単位：千円）

　

報告セグメント

その他
（注）１　

合計　
調整額
（注）２　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３　

前臨床
事業　

臨床
事業　

トランス

レーショナル

リサーチ事業

　

計　

売上高     　                             

外部顧客への
売上高 9,074,6693,391,7462,61512,469,03156,25312,525,284－ 12,525,284

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

52,11021,138 － 73,248127,870201,118
△

201,118
－

計 9,126,7793,412,8852,61512,542,279184,12312,726,403
△

201,118
12,525,284

セグメント損益
　

△619,217283,460△531,765△867,522△16,038△883,561107,035△776,525

　
 当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日）

　（単位：千円）

　

報告セグメント

その他
（注）１　

合計　
調整額
（注）２　

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３　

前臨床
事業　

臨床
事業　

トランス

レーショナル

リサーチ事業

　

計　

売上高     　                             

外部顧客への
売上高 2,910,1091,294,536－ 4,204,64627,1774,231,824－ 4,231,824

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

14,30021,138 － 35,43843,13878,577△78,577 －

計 2,924,4091,315,675－ 4,240,08570,3164,310,401△78,5774,231,824

セグメント損益
　

△85,435181,831△209,650△113,254△10,081△123,33636,141△87,194

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州における情報収　

　　　  　集、環境装置事業及び宿泊施設運営等を含んでおります。

　　　２．セグメント損益の調整額の内容は以下のとおりであります。

　　　（単位：千円）

　 当第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結会計期間

　セグメント間取引消去 107,035 36,141

　合計　 107,035 36,141

　　　３．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整をおこなっております。
　
（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用しております。　   
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 242.84円 １株当たり純資産額 295.28円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 8,395,525 9,799,812

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 55,408 72,086

（うち少数株主持分） (55,408) (72,086)

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会計年

度末）の純資産額（千円）
8,340,117 9,727,726

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連結

会計期間末（連結会計年度末）の普通株式の数

（千株）

34,343 32,943

２．１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 17.88円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 36.31円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

１株当たり四半期純損失であり、かつ潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益(純損失)金額         

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半

期純損失(△)（千円）
593,077 △1,198,731

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（千円）
593,077 △1,198,731

期中平均株式数（千株） 33,155 33,004
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 0.44円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 10.53円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、

１株当たり四半期純損失であり、かつ潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益(純損失)金額         

四半期連結損益計算書上の四半期純利益又は四半

期純損失(△)（千円）
14,588 △349,073

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

(△)（千円）
14,588 △349,073

期中平均株式数（千株） 32,943 33,126

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につきましては、引き

続き賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりますが、リース取引残高について前連結会計年度末に

比して著しい変動はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月15日

株式会社新日本科学

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山下　隆　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 寺田　昭仁　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 坂井　知倫　  印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社新日本科学

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社新日本科学及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社新日本科学(E05385)

四半期報告書

27/28



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月14日

株式会社新日本科学

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 寺田　昭仁　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 筆野　力  　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 坂井　知倫　  印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社新日本科学

の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社新日本科学及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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